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条)。乙の租税回避行為の否認 根拠 して、しばしば経済 観察法が援用 る。
もっとも、経済的観察法は、
それが提唱された当初から、以上のような多義的内容を有するものではなかった。乙
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の裁判例において、借用概念を経済的観察法に って租税法独自に解釈すべきであるという判断を下している。右のように、借用概念をどのように解釈すべきかについては 判例の上 大きな動揺がみうけられ のである。乙 判例の動揺は学説にも影響 及ぼし、最近の有力な学 は、租税 律が用いてい 法概念を間有概念と借用概念とに厳格
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あった。契約自由 原則 もとにおいては、契約 事 は 私 上の法形式を自由 選択して契約を締結できる。当時、乙の契約自由の原則が租税法上も妥当 と解されていたので、た え当事者が租税を回避するために特別な私法形式を選択した場合であっても、
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わけではな 」と述べるので占める。そうすると、巨的論的解釈方法により租税法独自 意味内容を決定すべき借用概念の範囲 ティプケの説によるも、前述した法概念を分類する見解によるも、兵体的に あまり大きな差違は生じないことになるであろう。
最近、租税通別法の改正に当って、財政委員会は、まず一九七四年草案の際に、「租税法律の解釈に当っては、
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なることから、法解釈原則としての経済的観察法 密接な関係を有するといえよう。とりわけ、課税要件が 効力的借用概念を用いて規定されている場合には、右概念が経済的観察法に基づいて目的論的 解釈される過程において、
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にある者に対する利益配当を消極的に解すべき旨を判示したが、その理由としては、もはや
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否認を経済的観察法の一適用例と解していた。戦後においても右の見解を継来する学説がないわけではない。しかし、戦後の通説は、経済的観察法の根拠条文たる旧租税調繋法第一条第三項と租税田避の否認規定たる同法第六条とを方法論的に厳格に区別する。すなわち、遊説は、回一法第一条 ニ項を課税要件の解釈の範囲内において真実の事実関係 把握するための規定と解するのに対し、司法第六条についてはある法形成 否認して他の法形成に準じて課税
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すること 可能ならし る独立の法的基礎を定めた規定と解するのである。両規定の決定的差違は、実際には存在しない擬制された事実関係 基づいて課税 ことを可能にするか否かの点に求められたのである。
それでは、通説は租税回避の否認の法的性質をいかなるものと解している だろうか。私人聞の契約自由の原則あるいは民法上の形成自由の原則が租税法のうえでも尊重されるべきである乙とについて
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